
川島町高齢者福祉計画・第６期介護保険事業計画（案）に対する   

意見の概要と町の考え方 

 

○提出者数   ３名 

○提出件数  １６件（類似の意見や質問は集約させていただきました） 

○提出意見及び質問と町の考え方及び回答 

【高齢者福祉計画について】 

 提出意見１：訪問入浴サービス補助、ショートステイ利用料補助事業の廃止検討の計

画について、今後も引き続き利用できるようにしてほしい。 

 町の考え方：ご意見に基づき、第６期中の検討事項といたしました。 

 提出意見２：養護老人ホームの建設計画をたてる必要があると思う。 

 町の考え方：養護老人ホームは介護保険による施設ではなく、見守りがあれば日常生

活は自立した高齢者向けの施設です。現在、他市町村等の施設に入所し

ている方もいませんので、新たに建設はしない計画です。 

【介護保険事業計画：居宅サービスについて】 

提出意見３：介護保険による福祉用具購入、住宅改修について、償還払い方式のみで

はなく、受領委任方式を採択してほしい。 

 町の考え方：第６期中に、実施に向けた検討を行います。 

 提出意見４：「特定入所者介護サービス費等の支給要件について、所得のほか、資産

の状況も考慮するものとする。」とあるが、申込者の資産を誰がどうい

う方法で調査するのか。 

 町の考え方：介護保険利用者負担額申請時に、自己申告してもらいます。自己申告の

内容についても、様式内に記入箇所が設けられることとなります。申請

後、国の基準に従って町職員が調査を行います。 

【介護保険事業計画：施設サービスについて】 

 提出意見５：認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、軽費

老人ホームについて新たに設置してほしい。 

 町の考え方：施設等については、町の高齢者人口と比すると他市町村と比べて多い状

況です。日常生活圏域ニーズ調査の結果から、住民の皆様が望む在宅生

活の継続を実現することを加味し、第６期では計画しないことをご理解



ください。 

 提出意見６：特別養護老人ホームについて、入所条件が要介護３以上になるが、要介

護１・２の入所判定基準はどのようになるのか。 

 町の考え方：国が示す基準に従い、埼玉県で指針を作成しましたので、本指針に基づ

いて実施します。 

【介護保険事業計画：地域支援事業について】 

 提出意見７：成年後見人制度の申立て者の実績と今後の見込み数を記載したほうがよ

い。 

 町の考え方：ご指摘に基づき、記載しました。 

 提出意見８：包括的・継続的ケアマネジメント事業について、現在この機能が果たさ

れていないと思う。 

 町の考え方：地域包括支援センターにおいて、主任ケアマネジャーを配置し、適切に

実施しています。 

 提出意見９：新しい地域支援事業（新規事業）について、町での対応は可能なのか。

実施については運営推進協議会に多くの町民参加を募り、議論を経た上

で実施したほうがよいと思う。説明会を計画してほしい。 

 町の考え方：庁内においても関係課で協議をする予定です。また、関係機関にも協力

を仰ぎ、今後協議していく予定です。実施内容については、決定し次第

広報等を通じて住民の皆様に周知を図ります。 

 提出意見 10：認知症施策のなかに、介護保険事業計画単独での支援策と、介護保険事

業計画と障がい福祉計画とが連携した支援策を盛り込んでほしい。 

 町の考え方：ご指摘に基づき、記載しました。 

 提出意見 11：地域ケア会議の開催回数、構成員は。 

 町の考え方：年６回行う予定です。構成員は固定ではなく、そのときのテーマにより

変動します。また、オブザーバーを入れて行う予定です。 

 提出意見 12：地域包括支援センターの増設を計画とあるが、どのような計画か。人員

の増員、具体化の方策は。 

 町の考え方：新規に１か所設置する方向で計画しています。実施方法等についても、

第６期中に計画をすすめていきます。 

【介護保険事業計画：保険料について】 



 提出意見 13：標準給付費、介護保険料が未記載。金額を明記した上でコメントを求め

るべきでは。 

 町の考え方：運営協議会や町民コメントは、高齢者福祉・介護保険事業の内容につい

て審議するものであり、今後実施する事業計画によって給付費等が推計

されるため、町民コメントの時点では記載しないことをご理解ください。 

 提出意見 14：介護保険料の段階について、６から９は誤りでは。 

 町の考え方：平成２７年度から、国の規準において９段階の設定となりました。町の

介護保険料段階も国の基準に合わせたため、誤りではありません。 

 提出意見 15：財政負担割合の見直しについて、計画期ごとに１号被保険者の負担割合

が１％ずつ上がり、国・県・町の負担割合が上がらない理由は何か。 

 町の考え方：財政負担割合については町で決定するものではなく、介護保険法関連法

規に基づき、国の統一の基準によるものです。 

【介護保険事業計画：その他】 

 提出意見 16：日常生活圏域ニーズ調査で聴取したアンケート結果自由記載内容につい

ては、今回の介護保険事業計画にどのように反映させたのか。 

 町の考え方：本計画を策定する上での参考といたしました。 

  

 


